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研究要旨
先天性および若年性の視覚聴覚二重障害者の症例登録と、「眼科・耳鼻咽喉

科・小児科などの移行期時期の違い」についてワーキンググループで検討を

行った。またCOVID-19下における本患者の問題点をアンケート調査から明

らかにした

Ａ．研究目的

先天性および若年性の視覚聴覚二重障害の患

者さんの登録と眼科・耳鼻咽喉科・小児科など

の移行期時期の違いについてワーキンググルー

プで検討を行った。

またCOVID-19下での本患者の問題点をアンケ

ート調査から考察し、生活支援と感染予防対策

を提案した。

Ｂ．研究方法

眼科・耳鼻咽喉科・小児科などの移行期時期

の違いについて多施設のワーキンググループで

検討を行った。

また本患者さんに対する COVID-19 下の課

題や問題点に対するアンケート調査に対する解

析を行った。

(倫理面への配慮) 
 患者さんおよびご家族の希望を最優先とし

た。

Ｃ．研究結果  

 当科の登録患者はすでに社会人であり、就労

時の問題点を聴取した。

 小児病院、一般病院によって差はあるが、他

疾患の合併の有無が、移行期医療には重要なフ

ァクターであった。

COVID-19パンデミック下では介助する人の

感染予防から移動手段が著しく制限されてい

た。特に「不要不急」とされた通院以外のリク

リエーション目的の移動困難が患者には精神的

な負担になっていた。

Ｄ．考察

 他疾患の合併がある場合、耳鼻科・眼科は主

科でなく、フォローしていることとなり、移行

期時期については主科に合わせざるを得ないこ

とが多い。しかしながら症例によっては耳鼻

科・眼科のみ移行期医療を行うことも可能であ

る。

COVID-19 パンデミック下では、健常人以上

に移動手段の制限があり、公的支援が必要であ

ると考えられた。

Ｅ．結論

 主科が小児科である場合、小児科医との連携

や必要である。

 主科が移行期医療に消極的でも、親御さんの

理解が得られれば、耳鼻科・眼科だけ移行期医

療を行うことも可能でる。

 移行期支援には医師だけでは不可能で、看護

師による移行期支援外来が必要である。

COVID-19 パンデミック下では本患者は健常

者よりも移動が制限され、今後 COVID-19 以

外のパンデミックが生じた場合、通院だけでな

く他の移動も含めた公的支援が必要である。
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